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[for Management of Public Facilities]
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Abstract: Appropriate management and administration of sites to promote sports in the community is 
required to promote sports in local communities. Hence, a pressing issue is the establishment of a 
comprehensive assessment system to closely monitor the selection of appropriate designated 
management entities and their management performance while they are the designated management 
entities [managing such public facilities]. Nevertheless, there are doubts about previous systems for 
selection and assessment of designated management entities with regard to aspects like the 
transparency of such systems, the proficiency of those making assessments, and the reliability of private 
monitoring. Numerous problems with such systems have been noted. Thus, this study discusses forms 
assessment should take to allow the assessment of the selection of designated management entities to 
manage local sports facilities and assessment of their operations. The study also seeks to craft a 
technique for comprehensive assessment [of those entities].

Study results revealed that establishing assessment criteria based on the following nine items allowed 
crafting of a system for comprehensive assessment of sports facilities.

1. Consistent management style and administrative system
2. Ensuring equal access
3. Ensuring compliance
4. Maximizing the benefits of said facilities
5. Reducing management expenses
6. Safety management
7. Interaction with the community
8. Monitoring
9. Other
The comprehensive assessment system will allow appropriate selection and assessment [of 

designated management entities to manage public facilities]. Selection and assessment of those entities 
is an issue that has hampered implementation of the Designated Management Entity System and is 
something about which the Ministry of Internal Affairs and Communications has repeatedly notified 
local public entities nationwide. The system should have a knock-on effect in terms of improving the 
quality and proficiency of designated management entities.
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6 年が経過し，総務省の「公の施設の指定管理者制度
の導入状況等に関する調査」によれば，平成 21 年 4 月
1 日現在で全国の 70,022 施設，スポーツ・レクリエー
ション施設で 13,742 施設と急速に普及している。

1.　目　　的

平成 15 年 6 月の地方自治法改正及び同年 9 月の施行
によって，民間事業者等も公共施設運営に参入できる
ことを主眼とした指定管理者制度が導入されてから約
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合的な評価手法を構築することを目的とする。

2.　本研究の枠組み

本研究においては，選定過程やモニタリングを主体
とした指定管理者制度の現状及びそれを取り巻く社会
背景を考察し，選定・評価に関する課題を整理すると
ともに，総務省等関係省庁が求める公平性・透明性の
高い指定管理者の評価手法を開発するものである。

指定管理者とは，単なる管理業務代行を行っていた
従前の管理委託制度と異なり，管理代行者たる行政庁
の一員として，利用許可等の行政処分を代行する権限
を有するなど，地域のスポーツ振興の推進に与える絶
大な影響力を持つ存在であることから，その選定につ
いて十分な説明責任を果たせるような仕組みづくり
が，体育経営管理学の観点からも必須要件である。ま
た，平成 21 年 7 月の「公共サービス基本法：法律衆第
25 号」の施行を受けて，公共サービスの実施に従事す
る者の責務である法令遵守（コンプライアンス：
Compliance）や模範的な企業市民としての社会的責任

（CSR・Corporate Social Responsibility）を踏まえた地
域への貢献などの要素も指定管理者の評価項目に加味
しなければならないと考えられる。

そこで本研究では，指定管理者が公共スポーツ施設
を円滑に管理運営するために必要な資質と能力を抽出
するとともに，平均 5 年間の指定管理期間内において
持続可能性の高い経営管理に必要な経営基盤を付加し
た新たな評価システムを創設するものである。

3.　方　　法

本研究では，総務省等の実施する全国的な指定管理
者制度に関する調査結果や多発する指定管理者に関す
る不祥事事例等を考察し，制度運用上における課題等
について推論するとともに，その解決方策を見出すた
めの選定・評価手法の問題点を明らかにした。更に，
その根幹的な矛盾点が，選定評価と事業評価の項目が
一致していないことであるとの仮説を立て，大部分の
地方公共団体において，一貫性のある体系的な選定・
評価が実施されていないことを検証した。特に，人命
に関わるスポーツサービスを提供する公共スポーツ施
設においても，良好な評価を受けた指定管理施設の死
亡事故等が撲滅できていない実情を見ても，安全管理
体制についての厳格な評価システムが欠如しているこ
とも事実である。

こうした現況を受けて，公共スポーツ施設の指定管
理者による事業運営に必要要件から導き出した評価項
目を 9 つの大項目に集約するとともに，指定管理者とし
て不合理な事項を減点項目として，その相殺された点
数を指定管理者の評価点とするシステムを構築した。

一方で，指定管理者の経営困難等による指定取り消
し事例が 672 件，制度にそぐわない等の事由による制
度取り止め事例が 1,420 件，業務停止 8 件と合わせて
2,100 件，約 3％の不都合事例が起こるなど課題も顕在
化している。特に，指定管理者の選定過程の公平性・
透明性に関しては，類似の民間開放政策である「民間
資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関す
る 法 律（PFI 法・ 平 成 11 年 法 律 第 117 号：Private 
Finance Initiative）」や「競争の導入による公共サービ
スの改革に関する法律（市場化テスト法・平成 18 年法
律第 51 号）」と異なり，法的な制度設計を設けず，地
方公共団体の自主性に配慮したために大きな格差を生
むことになった。指定後 1 年足らずで指定管理者が経
営破綻した事例などは，選定の公平性が担保されてい
ない象徴的なものであり，事後の運営状況を監理する
モニタリング制度（監視：monitoring）の適正な運用
とともに，行政，応募者，住民すべてが納得できる選
定・評価制度の抜本的な改善が求められている。指定
管理者制度を所管する総務省も指定管理者制度の運用
について，数度の改善通知及び具体的な留意事項を地
方公共団体に通達するなど制度の円滑化に取り組んで
いるが，総務省調査からも選定手続き及び評価につい
ては，依然として不十分であると言わざるを得ない状
況である。

地方公共団体等における PFI 法や市場化テスト法の
普及，公共調達における総合評価方式の拡大などを受
けて，地方公共団体独自の指定管理者制度運用方針の
策定や第三者によるモニタリング制度を導入する事例
も増加している。また，民間シンクタンクによるモニ
タリング事業も展開されるなど徐々に指定管理者に関
する評価制度の構築が進められているが，評価基準の
不明瞭さや評価者の能力不足，利用者満足度主体の民
間モニタリングでの信頼性等への疑念など制度上の問
題点が多く指摘されている。結果として，ほとんどの
モニタリング結果において，「良」とされている現状か
らも運営状況を的確に反映させていないのが実情であ
る。また，モニタリングの評価項目が選定時の評価項
目と整合性がないケースがほとんどであり，提案書の
着実な履行とその進捗状況をチェックするというモニ
タリングの趣旨を果たせないという構造的な欠陥を残
しており，極めて重大な事態であると断言できる。

このような指定管理者制度における評価制度の危機
的状況から一刻も早く脱却するためには，地域のスポー
ツ振興拠点を管理運営する適切な指定管理者を選定し，
指定管理期間内での運営状況を詳細に監理する総合的
な評価制度創設が喫緊の課題であり，そのための選定評
価（アセスメント：Assessment）と運営評価（モニタリ
ング）に共通して活用できる評価のあり方を研究し，総
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度についてのより一層の公平性・透明性を求める住民
の欲求が加速度的に強まっており，制度の適正な運用
を図るための的確な評価基準と評価システムの設計が
求められていることは自明の理である。更に，国・地
方を問わず財政の危機的状況において，公募・モニタ
リングの実施がもたらす経済効果は有意義なものであ
り，それを財源とした事業展開によってスポーツ振興
を始めとした地域活性化に資するものと考えられる。

2）指定管理者の選定・評価についての課題と検証
総務省では，指定管理者制度に関する 2 回の導入状

況調査結果を受けて，平成 19 年 1 月と平成 20 年 6 月，
更に平成 21 年 10 月に指定管理者制度の運用について
の通知を地方公共団体に行っている。それらの趣旨は，
指定管理者制度のあり方について検証及び見直しを行
い，効果的，かつ効率的な運用に努めることを要請す
るものである。同類の公共サービスの官民連携施策で
ありながら，それぞれ独自の法律に基づく PFI 法や市
場化テスト法と異なり，地方公共団体の自主性に配慮
した地方自治法に規定された指定管理者制度には，他
の 2 法にあるような選定・評価等についての規定が未
整備であり，地方公共団体の裁量に任している。従っ
て，前述のように選定・評価の実施状況は千差万別で
あり，すべての団体で別物であると言っても過言では
なく，このために常に公平性・透明性の担保について
の明確な対応策が示されていないことの要因のひとつ
となっている。

指定管理者制度，PFI 制度，市場化テストのノウハ
ウ共有を模索するために設置された官民連携手法に関
する関係省庁連絡協議会（内閣府，総務省）が作成し
た報告書「官民連携手法の効果的な活用と適切な選定
等について」（平成 20 年 7 月）によれば，官による直
接的なモニタリングの実施と指定管理者制度の課題と
して，選定段階の公平性・透明性の確保が明記されて
いる。

総務省が平成20年6月に実施した指定管理者制度の
運用上の留意事項に関する通達は，選定と評価につい
て具体的な留意事項を掲げて，地方公共団体に検証及
び見直しを促すもので極めて重要，かつ的確な内容で
ある。その趣旨である①選定基準設定にあたり，公共
サービスの水準の確保を重視すること，②評価にあた
り，施設態様に応じて公共サービスについての専門的
知見を有する外部有識者等の視点を導入すること，を
明記するなど適正な選定・評価に必要な基本指針を示
している。

選定過程に関する留意事項では，①事業計画書への
安定的な管理に必要な人的能力・物理的能力の反映，②
非公募時（任意指定）における説明責任，③選定委員

 
4.　結果と考察

1）指定管理者制度の現状及びそれを取り巻く社会環
境等の変化

総務省の「公の施設の指定管理者制度の導入状況等
に関する調査」（平成 21 年 10 月）によれば，平成 21
年 4 月現在の指定管理者導入施設は，全体で 70,022 施
設，スポーツ・レクリエーション施設で 13,472 施設と，
それぞれ前回調査（平成 18 年 9 月）より，8,457 施設
と 2,412 施設増加している。スポーツ・レクリエーショ
ン施設では，前回と比較して，営利法人が増加してい
る一方で財団・社団法人が減少していることから民間
開放が進んでいる。但し，以前として非公募での指定
が約 4 割あるなど原則公募が徹底されていない状況で
ある。

全体でも非公募が 47.2％，選定基準の事前公表未実
施が 50.6％，選定理由の未公表が 45.8％など総務省の
目指す公平で透明性が高い選定との乖離状態にあると
言える。

評価の実施についても，実施が 61.4％に達している
が，外部有識者等の視点を導入に限定すると 16.3％に
止まっており，評価制度運用における質的な担保が極
めて不明瞭であると言える。

同様のことは，内閣府の「指定管理者制度の導入効
果」（平成 20 年 12 月）のモニタリングの手法について
の調査項目からも読み取ることができ，実質的なモニ
タリング作業といえる自治体職員による現地確認が
39％の他は，報告書等による確認や数値分析など机上
での確認作業レベルである。

同調査では，公募とモニタリングの効果を具体的事
例に基づき推計しており，公募・モニタリングが現状
値の場合で支出減少と収入増加により，約 3,110 億円
の収支向上額がある一方で，公募・モニタリングが
100％になった場合には，更に効果が増えることで，約
5,392 億円の収支向上額があると試算している。このこ
とからも，指定管理者制度における公募とモニタリン
グ（評価）は，その円滑，かつ経済効果の高い運用に
重要な要件であり，誰もが納得する公平で透明性の高
い選定・評価に不可欠な絶対要件である。

指定管理者制度を取り巻く社会環境や国民意識も急
速に変化しており，多発する指定管理者の撤退や取り
消し事例の発生，2 期目の公募に関する不明瞭な選定等
への厳しい追及，議会による指定管理者選定議案の否
決，包括外部監査による指定管理者制度への改善要望，
事業仕分け等に起因する納税者の行政決定プロセスへ
の監視強化，自治体財政健全化法や公益法人改革に伴
う外郭団体等への風当たりなど関連性の強い事象が増
えている。こうした社会背景を受けて，指定管理者制
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について協議し，合意した上で管理者と契約を締結し，
その履行状況に応じた費用を全額支払うか，水準以下
の場合に減額するなどの判断ツールであるはずであ
る。しかしながら，施設毎に具体的なサービス水準を
有する地方公共団体は，皆無と言っても過言ではなく，
基準となるべき評価基準を設定できない最大の要因で
ある。そうしたことから，モニタリング自体を提案内
容として申請者に提案させるような施設所有者たる責
務を放棄している地方公共団体も散見されるなど，不
都合事例が後を絶たないこととの因果関係も否定でき
ないのが実情である。

実際の指定管理者制度が推移するに伴い，独自の制
度運用指針を策定するとともに，第三者によるモニタ
リングを含む評価制度を構築する地方公共団体も近年
増加している。平成 21 年 10 月 1 日現在 943 施設に指
定管理者制度を導入している横浜市では，平成 18 年度
より所定の要件を満たして認定した民間評価機関によ
る指定管理者第三者評価制度を構築し，平成 21 年 9 月
1 日現在で区スポーツセンターを含む区民利用施設等
309 施設の評価と実施し，その結果をホームページに
て公表している。その他の施設については，専門性や
施設特性等を考慮して，所管部局が設置する外部評価
委員会で評価する 2 つの方式を構築している。

内容的には，施設毎の評価マニュアルに基づき，指
定管理者の自己評価，評価機関による訪問調査とそれ
に基づく報告書作成のステップを踏んでいるが，大部
分の施設で「A」評価であるなど評価機関の専門性や
客観性について信憑性が疑われる。

民間事業者においても，三菱総合研究所など独自の
指定管理者評価システムを展開するところもあるが，
公共施設利用者満足度評価システム（PB ボード：
Public Board）の名称が示すように，利用者満足度ア
ンケートが主体の評価システムであるなど情意的傾向
が強く，運営実態等の科学的分析が欠落していること
から，総務省が定義する適切な評価には該当しないと
思われる。

以上のことから，指定管理者に関する第三者モニタ
リング制度の先行事例においては，いずれの事例でも
公平性・客観性・透明性の要素を充足した制度には至っ
ておらず，更に指定管理者選定評価との整合性も有し
ていないことも併せて，適切な評価システムが指定管
理者制度の運用上最大の課題であると考えられる。

4）指定管理者制度における評価手法のあり方
総務省の提唱する公共サービスの水準確保に留意し

た選定基準を踏まえた適切な評価指標を構築するため
には，総務省が示した 4 つの選定基準に安定的な公共
サービスを提供するために必要な要素等を付加するこ

基準等の委員会についての説明責任，④情報公開によ
る透明性確保，を明記しており，特に①の管理能力を
評価項目で重視することを促している。この点は非常
に重要な要素であり，4,000 近い民間事業者が指定管理
者となった公共スポーツ施設においても，劇的にサー
ビス向上や経費縮減が為された事例は少ないのが事実
であり，中長期に及ぶ指定管理期間内に円滑な事業運
営が可能な経営の基礎的要件（ファンダメンタルズ：
Fundamentals）を適確に評価することで中途での指定
取り消し等を抑止することができると考えられる。

評価に関する留意事項では，①評価項目・配点等の
客観性・透明性の確保，②モニタリング等の客観性・
透明性の確保，③モニタリングでの専門家等の意見聴
取，④施設態様に応じた適切な評価，⑤評価結果につ
いての情報公開，を明記しており，評価・モニタリン
グでの専門家の意見を踏まえた客観性・透明性の確保
を要請している。モニタリングの基本は，事業計画書
の履行確認と進捗監理であり，事業計画の提案事項と
モニタリングの評価事項が同一でなければ適確な評価
を行うことは不可能であることは当然の帰結である。
しかしながら，現在指定管理者の公募時の選定評価項
目とモニタリング時の評価項目が同一である事例は，
財団法人日本体育施設協会の支援による新潟市，狛江
市，世田谷区，富士河口湖町等の一部のスポーツ施設
に過ぎず，全体で 6 割以上が実施していると報告した
評価制度のほとんどで機能不全に陥っている状況と断
言できる。また，施設態様に応じた有効な評価制度や
有識者の視点による適切な評価制度を実施している事
例も少ないのが現状であり，早急な評価制度の再構築
とその普及が緊急課題である。

平成 21 年 10 月の指定管理者制度の導入状況調査結
果とともに，地方公共団体に通知された文書の中にも
引き続き，「指定管理者制度の運用にあたっては，安全
かつ良質な公共サービスが，確実，効率的かつ適正に
実施されるように十分な検証を行い，適切な運用に努
める。」と記されている。このことからも，依然として
指定管理者制度の運用における総務省が求める適正な
選定・評価制度が存在していないことを現わしている。

3）類似の第三者モニタリング制度等の動向と検証
指定管理者制度は，PFI 法の推進に伴う施設運営段

階での管理者の裁量権確保を求める声に押されて導入
された経緯から，本来的には PFI に明記されたモニタ
リングを受け継ぐべきであったが，法改正から施行ま
での時間的な余裕がなかったことや選定方法の試行錯
誤等の要因から制度の構築に手間取ったのは事実であ
る。モニタリングの基本には，施設所有者である行政
サイドがあらかじめサービス水準を設定し，その内容
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評価手法については，優劣を段階に応じて客観的に
評価することは情意的要素を排除することは不可能で
あるとの認識から，口頭でのアピールを受け付けず実
際に実施している事業や対策のみを証拠書類等に基づ
いて確認する方法を導入することで評価の誤差を少な
くするとともに，被評価者の全国的なレベルとの比較
ができるよう点数化と格付けを行うこととした。評価
のステップとしては，指定管理者による自己評価（セ
ルフモニタリング：Self Monitoring）を受けて，評価
委員による訪問調査とその結果を踏まえた外部評価委
員会の審議を経て最終評価を行うものとする。その結
果を公表することで，透明性を担保するとともに，当
該指定管理者の資質と能力のレベルが誰でも簡単に理
解できるシステムとなると考えられる。

5）指定管理者総合評価制度の創設と展開
以上の研究成果に基づき，指定管理者制度の運用上

の課題である公平性の高い適切な選定・評価に適合し
た総合的な評価システムを創設する。実際の評価につ
いては，④施設効用の発揮では，事業や教室実施状況
の前年度比較を入れ，⑤管理経費縮減では，管理経費
の増減や予算対比の比較など経営状況の絶対評価項目
を設け，割合に応じた加点・減点を行うなど事業報告
書としても準用できる方策を講じた。更に，一定の評
価基準を厳守し，円滑かつ適確な評価を行うための評
価委員の資質能力向上に向けた制度づくりにも着手す
ることで評価制度の信頼性を高めることも視野に入れ
た全国展開を図るものである。

とが不可欠である。4 つの選定基準（平成 15 年 7 月総
務省自治行政局長通知，①住民の平等利用を確保する
こと，②施設の効用を最大限に発揮すること，③管理
経費の縮減が図られるものであること，④管理を安定
して行う物的能力・人的能力を有していること）の中
でも平成 20 年の総務省通知で指摘されたように，④物
的能力・人的能力についての評価項目を大幅に拡充す
ることで経営破綻等の中途での指定取り消し防止策と
すべきである。行政庁の一員としてのコンプライアン
スや PDCA サイクルによる業務改善面からのモニタ
リングに関する評価項目を充実させるとともに，公共
サービス基本法に準拠した安全かつ良質なサービスを
提供するための安全管理，国民の立場に立つ意味合い
からの地域交流など 4 つの新たな評価項目を付加する
ことが重要である。その他の要素として，公共サービ
スの経験やスポーツ大会等での優秀な成績など特別に
評価すべき項目や過去の不祥事などマイナス評価が適
当と思われる評価項目を追加項目とする。

前述のように，9 つの大項目（①安定的な能力，②
平等利用，③コンプライアンス，④施設効用の発揮，
⑤管理経費縮減，⑥安全管理，⑦地域交流，⑧モニタ
リング，⑨その他追加）に基づいた体系的な評価基準
を設定することで選定とモニタリングの両方に適応で
きる総合評価システムを構築することが可能となる。
それぞれの大項目以下の詳細な評価項目の設定にあ
たっては，従前に全国の地方公共団体で実施された指
定管理者公募時の事業計画書の質問事項やそれに対す
る提案内容等を収集・分析した項目等から重要度に応
じて厳選するとともに，行政課題への対応など指定管
理者業務として漏れがないこと，法制度の動向や社会
情勢の変化を踏まえることに留意する。

表 1
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表 2　安定的（サスティナブル：Sustainable）な経営姿勢・運営実施体制
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表 3　平等利用の確保

表 4　コンプライアンス
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表 5　施設の効用の最大限発揮

表 6　管理経費の縮減



89

冨田　ほか

表 7　安全管理

表 8　地域交流
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表 10　その他特記事項・追加評価項目

表 9　モニタリング
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5.　結　　論

本研究では，指定管理者制度における総合的な評価
制度を創設するために，関連調査等の結果や類似のモ
ニタリング事例等を考察し，指定管理者制度の課題で
ある適切な選定・評価のあり方を検討するとともに，
指定管理者に必要な要件を網羅した体系的な選定・評
価指標を構築した。

評価の体系とねらいは，表 1 に示す通りであり，この
項目によって指定管理者としての業務についての適切
な評価を実施することができると考えられる。また，表
2 ～ 10 に示す通りの評価概要によって総合的で詳細な
評価の実施と選定項目への汎用ができるものである。

この総合的な評価制度によって，総務省が全国の地
方公共団体に再三通達している指定管理者制度の運用
上の課題である適切な選定・評価の実施に資するもの
であり，指定管理者の資質・能力の向上を図る波及効
果が期待できる。

6.　注記および引用
1)	「公の施設の指定管理者制度の導入状況等に関する
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2)	「公の施設の指定管理者制度の導入状況等に関する

調査」総務省；平成 21 年 10 月
3)	「指定管理者制度の導入効果」内閣府；平成 20 年 12 月

4)	「官民連携手法の効果的な活用と適切な選定等につ
いて」官民連携手法に関する関係省庁連絡協議会（内
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